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研究成果の概要（和文）：本研究は、社会科学習者に、社会的な利害や意見の対立状況の中で、自己の立場の有
利さを最大限保ちつつ相手との合意を形成する能力の育成を狙った。従来の社会科は、客観的合理性を持つ解決
による対立の克服をめざした。しかし、現実の多くの社会的合意は、利害当事者の相互作用の結果形成されてき
た。この現実に即し、学習者に合意形成技能と社会的自己有能感を育成する必要がある。
開発した授業では、歴史的な対立事例を導入し、合意を目指す交渉をロールプレイゲームとして経験させた。結
果として学習者は①多様な合意形成技能を用いて課題に取り組み、②歴史事象の多様な可能性を実感し、③新た
な社会の形成者としての自己有能感を獲得した。

研究成果の概要（英文）：In this research, we aimed at fostering students' skills of forming 
agreements with their social adversaries in which their own interests and opinions are realized as 
much as they can. Though the students have been required to solve social conflicts at the standpoint
 of rationality and objectivity in usual social studies lessons, a lot of historical social 
agreements have been reached through actual interactions of their parties concerned. Therefore, it 
is needed to foster ability to forming agreements in such real social processes and also feelings of
 self efficiency to deal with such stations.
In our developed lessons, historical cases of conflicts were introduced and students were required 
to form their agreement through role-play negotiation. As results,1)students utilized various skills
 of persuasion and forming agreement, 2)they realized various other historical possibility, and3)
they gained the feelings of self efficiency as participants of constructing new society.

研究分野：社会科教育研究

キーワード： 交渉　ゲーム　合意形成能力　社会科教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 平成 20 年度版学習指導要領は、全教科に
わたって「言語活動の充実」を求めており、
また特に中学校社会科公民的分野では、「対
立から合意を形成する学習」が求められてい
る。このような要請の背景には、グローバル
化した今日の社会の価値の多元化や競争的
な国際関係の顕在化などが指摘できる。 
近年の社会科教育では、授業に社会的対立
場面を導入し、学習者に自己の意見を主張さ
せ討論を組織する学習や、社会的価値判断と
意思決定を行わせる学習、または対立する立
場相互の合意形成を行わせる学習などの開
発研究と実践蓄積が進められ、授業形態とし
ても、プレゼンテーション・話し合い・ディ
ベートや、ロールプレイ・シミュレーション
などのゲームなど学習者のコミュニケーシ
ョン活動を組織するさまざまな手法が開
発・導入されてきている。このように、社会
科教育においては、総じて、言語を運用し対
立的状況を処理する学習体験が、社会認識形
成や社会的実践力育成、およびそれらを通じ
た公民的資質形成にとって枢要であるとい
う共通認識が成立しつつある。 
しかしながら、このような言語活動を重視
した社会科教育実践の動向には、大きく二つ
の方向性が見出される。 
一つは、学習者に政策や社会的価値などを
めぐる複数の主張間の対立的討論を行わせ、
その論理構成や説得力などを競わせる「討
論・ディベート型」の実践である。この型の
実践においては、主張それぞれの根拠や必然
性、またその対立構造を分析的・総合的に学
習できる利点が指摘される。しかし一方で、
異なる立場に立脚する学習者間の合意形成
の困難性が指摘されている。 
 もう一つの動向は、社会的対立状況を、討
論やロールプレイなどの形態をとって体験
させ、対立する各主張とその対立構造に関す
る理解を形成しつつ、相互間の強調と合意形
成をめざさせる「合意形成志向型の実践」で
ある。この型の実践は、対立を合意に導くた
めに、各主張者の主観的な個別利害（企業益
や国益など）を越えた客観的な公共益（社会
益や地球益など、または相対的弱者の福祉な
ど）に関する視点が必要であることを学習す
る利点が指摘される。しかし一方で、客観
的・公共的視点に立った合意に到達すべきで
あるという規範的前提によって、対立する各
者の自己利益や集団利益の主張が「利己的」
なものとして道徳的に否定的な扱いを受け
るという価値誘導的な授業構造の成立が懸
念される。 
 本研究は、社会科教育において、学習者が
言語を運用し対立的状況を処理するコミュ
ニケーション的学習体験をより多く組織す
る必要性に関して、上記二つの方の実践と目
標を共有する。その上で、以上に見たような
それぞれの型のもつ難点を克服するために、
新たな言語活動の型を提唱し、実践の開発と

試行実施を踏まえて、その教育効果を検証し
ようとするものである。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、前述のような難点を克服する社
会科言語活動組織の新たな型として、「交渉
を体験させる実践」を提案した。 
 交渉とは、当事者各自が自己利益の最大限
の実現をめざすと同時に、双方ともに相手と
の合意形成に成功する方が失敗する場合よ
りも各自の得る利益が大きく、したがって合
意を形成することに共通の誘因が存在する
というコミュニケーション状況である（T.シ
ェリング、1960）。より平易に述べれば、競
争的でありながら同時に協調的・合意志向的
であるような「競争的合意形成」の営みであ
るということができる。 
 したがって、交渉においては、主張の対立
がどこまでも平行線をたどることは双方に
とって望ましくない。この点が、討論・ディ
ベート型のコミュニケーションと決定的に
異なる点であり、交渉的活動を社会科実践に
導入することによって、前述の「討論・ディ
ベート型」実践の難点の克服が可能となる。 
 他方で、交渉においては、合意形成は道徳
的規範として追求されるわけではなく、交渉
における合意は、当事者各自の、むしろ「利
己的」な利益追求と利害一致の結果として形
成されるものである。したがって、交渉的活
動を社会科実践に導入することによって、前
述の「合意形成志向型」実践のもちうる「道
徳教育的バイアス」の問題の克服が可能とな
る。 
 そこで本研究では、社会科において実践可
能な、学習者に交渉コミュニケーションを体
験させる活動型授業の開発と、社会科授業で
の試行的実施を経た教育効果の評価を行っ
た。より具体的には、交渉ゲームを開発、実
施し、事前事後調査によってその教育効果を
検証した。その教育効果に関する研究仮説と
して本研究は、次の 3点を掲げた。 
①学習者は交渉を通じて社会的合意形成に
必要なコミュニケーション技能を獲得する
であろう。 
②学習者は、交渉ゲームで扱われる歴史・
社会事象における諸問題・諸対立が、何ら
かの客観的・規範的合理性の「自己展開」
（ヘーゲル）によって克服されたのではな
く、利害当事者の交渉コミュニケーション
を含む相互作用過程を通じて克服されたこ
とを認識するであろう。言いかえれば、社
会諸事象に潜在する多様な展開可能性・変
化可能性を認識するであろう。 
③以上の①②の獲得を通じて、学習者は、
公民的資質の中核として必要な、社会事象
への主体的関心と新たな社会の形成者とし
ての自己有能感を獲得するであろう。 
 
３．研究の方法 
 本研究においては、研究代表者と指導する



大学院生・学部学生との共同で、複数の交渉
ゲーム案を開発した。以下ではその中で、教
育現場での試行実施を経て効果検証を行い、
学会報告と論文・著書での成果発表ないし投
稿に到達したゲーム開発 2事例を紹介する。 
“Independence Day”と命名したゲームは、
第二次大戦終了直後の日本と占領国アメリ
カとを交渉当事者とした、日本の独立をめぐ
る交渉ゲームである。ゲームでは、米・日を
それぞれ A 国・B 国と抽象化した上で、冷戦
が顕在化する戦後状況を史実通りにシナリ
オ化し、戦後両国関係を交渉によって構築さ
せようとする。学習者は、それぞれ 3‐4 名
のチームで一国を担当し、相手国チームとの
交渉に当たる。通常人数の学級では 3‐4 つ
ほどの交渉テーブルが形成され、各交渉が同
時進行で行われ、各合意内容は合意文書にま
とめられる。ゲーム後には、事後学習（ディ
ブリーフィング）として、各テーブルの合意
内容の発表を行い、交渉過程での難点や感想
などの交流を行う。 
上記の“Independence Day”ゲームが、史
実上の一時点をとらえて導入し、二者関係で
交渉を経験させるゲームであるのに対して、
よりゲーム設定を抽象化・包括化し、交渉当
事者も多数者となるゲーム開発事例として、
「ルール再構成版『貿易ゲーム』」がある。「貿
易ゲーム」は、現代国際社会における経済不
均衡の発生を体験的に理解するためのゲー
ムとして開発されたもので、開発教育や国際
理解教育などの場面での実施例は既に非常
に多い。本ゲームでは、先進国（富裕国）、
中進国（資源保有国）、最貧国の 3 プレイヤ
ーグループが設定され、ゲーム進行に伴って
必ず経済格差が発生・拡大するようにルール
設計されている。本研究では、このゲームを
一通り実施したのち、ゲームのルール自体の
改良を話し合い、改良案をめぐる各国交渉を
行う「国際経済会議」という追加シナリオ設
定を行った。この「会議」は、ゲーム終了後
に事後学習の話し合いとして行うのではな
く、ゲームの延長として、ゲーム内の立場（先
進国・中進国・最貧国）で行うものとした。
時間的に可能ならば、合意に達した改良ルー
ルで再度貿易ゲームを続行する。以上のゲー
ムの後、各国の改良ルール提案について、そ
の提案の立場性、実行可能性、問題解決性、
弊害性の観点で振り返りの話し合いを行う
事後学習を設定した。 
以上のような「貿易ゲーム」改良の意図は
次の点である。①国際経済の不公正性の問題
に関して、超越的・無人称的な立場からでは
なく、利害当事者・問題当事者として取り組
ませようとした。②問題解決に際して、対立
する利害当事者間の競争的でありながら協
調的・合意志向的であるような「競争的合意
形成」を経験させようとした。③問題解決策
としての改良ルール案の実行可能性、問題解
決性、および予期を越えた弊害性に関して当
事者意識・責任意識の形成をめざした。 

本研究は、以上の 2開発ゲームそれぞれに
関して、高校において実施と効果検証を行っ
た。“Independence Day”ゲームについては
初回実施と改良版実施の 2 回を行い、「ルー
ル再構成版『貿易ゲーム』」に関しては 1 回
の実施を行い、かついずれも事前事後調査を
行うことで教育効果の検証を行った。 
 
４．研究成果 
 “Independence Day”ゲーム初回の試行実
践は、2014 年に高校で実施した。結果として
まず、同ゲームは学習者に非常に好評であっ
た。教育効果としては、①交渉において学習
者は多様なコミュニケーション技能を使用
していた。②戦後日米関係が必ずしも米国側
の一方的規定によって成立したものではな
く、日本側の主体性の余地を含めた広い可能
性の中から選択されたものであることが認
識された。③今日およびこれからの国際社会
や日米関係、日本の外交への関心が増大した。 
一方、課題として見出された点は、コミュ
ニケーション技能形成に関する検証方法が
確立できず、また今回の一回程度の活動体験
によるコミュニケーション技能の形成の検
討には有意義性に疑問がもたれた点である。
一方、ゲームに関する学習者の高い好評の理
由を検討する中で、本ゲームの教育機能が、
コミュニケーション技能の育成よりも、歴史
事象に主体的に関わり、自らの判断や努力で
それを変化させていきうる点にあることが
見出された。そこで、ゲーム実施の教育目標
力点を再検討し、「社会事象はその構成員―
すなわち学習者―のコミュニケーションを
通じて変化させていきうることの認識形成、
およびその認識を通じた社会事象への主体
的関与の資質形成」をもって最優位の目標と
すべきであると判断した。扱う事象が歴史事
象の場合には、「当該事象が他にもありえた
可能性の中から生成された事象であること
の認識形成、およびその可能性の認識を背景
とした歴史的事実に対する主体的評価の能
力形成」と考えられた。 
 以上の目標再定立を踏まえ、特に事後学習
の組織方法を再設計した改良ゲームを、2015
年に高校で実施した。改良点は、①各交渉テ
ーブルの合意結果を黒板上に可視化し、その
特性を相互比較できる枠組み（マトリック
ス）の開発、②各合意結果の相互批評を促す
発問設定、③歴史的事実としての日米合意結
果をゲームの各合意結果を踏まえて評価さ
せる発問設定、の３点である。実施において
は時間確保の関係で、②③の論点は事後感想
シート記入となり意見交流が十分ではなか
ったが、初回実施と比較して、戦後日米関係
構築の歴史的事実およびその延長上におけ
る現代諸事象（たとえば安全保障問題や基地
問題）についての意見の多様化、および批判
的思考の質の深化が見出された。 
 「ルール再構成版『貿易ゲーム』」に関し
ては、2016 年に高校で実施した。結果として



やはり、同ゲームは学習者に非常に好評であ
った。本改良ゲームにおける「国際経済会議」
は各国の利害を背負った交渉となるため、学
習者にはハードな体験であった一方で、本ゲ
ームの学習者による高い評価の理由の多く
が、その交渉過程のリアリティにあった。授
業を通じての教育効果としては、従来の「貿
易ゲーム」の実施諸結果と比較すると、本ゲ
ームのゲーム後の話し合いにおいては、国際
社会の問題に関する一般的・理想的・規範的
な意見は少なく、一方で、現実的な各国の有
利不利とその利害調整に関する意見が多数
出された。本研究におけるゲーム内の利害的
立場を維持した国際ルールの検討が、学習者
の意見と思考の当事者性・現実性・および責
任性を生んでいることが確認された。今後の
課題としては、提案され合意に達した改良ル
ール案を組み込んだ新ルールで、ゲームを再
開・続行する時間の確保が難しかった点であ
る。全体の時間設計を見直し、改良ルールで
のゲーム続行を含んだ試行授業の実施によ
って、学習者のルールについての実行可能性、
問題解決性及び弊害性の検討の視点の獲得、
および、より一般的に、学習者の社会的問題
に対する当事者意識、現実的思考および責任
意識のいっそうの向上が確認されるかが効
果検証の観点となる。 
 以上のような、3 年間全体の研究継続を通
じて見えてきた研究課題としては、次の二点
が挙げられる。 
①本研究着手当初と比較して、本研究で開発
したような種類の交渉ゲームの教育効果は、
コミュニケーションの技能・能力の形成や向
上にあると考えるよりも、可変的あるいは可
謬的な社会認識の獲得と、そのような社会の
一員としての社会への関心と主体的で責任
意識を伴った社会参画意欲（あるいは社会参
画の自己効力感）の育成にあることが明らか
となってきた。この点を教育目標として見据
えたゲームないし活動型社会科授業の開発
が求められる。 
②以上のように、教育目標を技能形成から認
識形成へと重心移動することで、従来の社会
科教育実践が目標としてきた学習者の批判
的社会認識の育成が、なぜ従来の実践におい
ては必ずしも十全に実現していなかったの
かの理由も視野に入ってきた。従来の社会科
実践研究の文脈では、ゲームないし活動とい
った「動的」「体験的」あるいは「はいまわ
る」授業組織は、社会認識形成には不適格と
考えられてきた。しかし、本研究で組織した
ゲームのように、学習者自身が社会事象の疑
似当事者となって社会過程の進展に関与す
る体験があって、初めて社会事象に関する批
判的検討や、代案を伴った責任ある発言が可
能になるのではなかろうか。すなわち、従来
の常識とは逆に、活動型社会科実践こそ批判
的社会認識を育て得ると言いうるのではな
かろうか。この点につき、新たな研究の展開
を企画したいと考える。 
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